注記（一般会計・福祉部財務諸表）
１．追加情報
（１）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
①福祉部の概要
子どもや高齢者、障がい者など誰もが身近な地域で、お互いを支えあい、尊重しあいながら、府民の皆さんが安心してくらすことができるよう、福祉施策の総合的な推進に取り組んでいます。
　②当該事業に関し説明すべき固有の事項
　　　　　○地域福祉事業
　　　　　　　長期貸付金のうち理学療法士及び作業療法士修学資金貸付金17,404,615円及び介護福祉士等修学資金貸付金129,787,251円には、施策的な観点から償還を免除する見込みの金額を含みます。
　　　　　○障がい者福祉事業
　　　　　　　　身体障がい者及び知的障がい者医療費助成事業費補助金は、補助金の算定期間を平成２４年度から、これまでの「3月～2月」を「1月～12月」に変更するため、平成２３年度は、移行措置として3月～12月の１０か月分を算定し交付しました。
　　　　　○高齢者福祉事業
　　　　　　　　老人医療費助成事業費補助金は、補助金の算定期間を平成２４年度から、これまでの「3月～2月」を「1月～12月」に変更するため、平成２３年度は、移行措置として3月～12月の１０か月分を算定し交付しました。
　　　　　○児童福祉事業
　　　　　　　　乳幼児医療費・乳幼児入院時食事療養費助成事業費補助金は、補助金の算定期間を平成２４年度から、これまでの「3月～2月」を「1月～12月」に変更するため、平成２３年度は、移行措置として3月～12月の１０か月分を算定し交付しました。
　　　　　○母子福祉事業
　　　　　　　　ひとり親家庭医療費助成事業費補助金は、補助金の算定期間を平成２４年度から、これまでの「3月～2月」を「1月～12月」に変更するため、平成２３年度は、移行措置として3月～12月の１０か月分を算定し交付しました。

